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附則 

 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 長崎県後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」という。）

の会計事務については、別に定めがあるものを除くほか、この規則の

定めるところによる。 

（有価証券の種類及び価格） 

第２条 担保又は保証金として広域連合に提供することができる有価証

券の種類及び価格は、次のとおりとする。 

⑴ 国債又は地方債 

⑵ 日本政府の保証する債券 

⑶ 銀行又は広域連合長が確実と認める金融機関が振り出し、又は支

払保証をした小切手 

⑷ 銀行又は広域連合長が確実と認める金融機関が引き受け、又は保

証若しくは裏書した手形 

⑸ 銀行又は広域連合長が確実と認める金融機関に対する定期預金債

権 

２ 前項に規定する有価証券の評価は、同項第１号にあってはその額面

金額（割引債券については時価見積額）、同項第２号にあっては額面

金額又は登録金額（発行価額が額面金額又は登録金額と異なるときは、

発行価額）の１０分の８以内として換算した額、同項第３号にあって

は小切手金額、同項第４号にあっては手形金額（その手形の満期の日

が当該手形を提供した日のｌ月後であるときは、提供した日の翌日か

ら満期の日までの期間に応じ、当該手形金額を一般の金融市場におけ



る手形の割引率によって割引した金額）、同項第５号にあっては債権

証書記載の債権金額とする。 

３ 第１項第４号の手形が入札保証金に代わる担保として提供された場

合において、契約締結前に当該手形の提示期間が経過することになる

ときは、会計管理者は、当該手形の取立てをし、現金化した上で総括

店に払い込まなければならない。 

４ 第１項第５号の定期預金債権が入札保証金に代わる担保として提供

されたときは、当該債権に質権を設定させ、当該債権の証書及び当該

債権の債権者である銀行又は広域連合長が確実と認める金融機関の承

諾を証する確定日付のある書面を提出させなければならない。 

（帳票等の記載） 

第３条 帳票その他証拠書類には、記載事項が消滅しないように明確に

記載しなければならない。 

２ 帳票その他証拠書類に記載した文字を訂正し、又は消除するときは、

その文字が明らかに読み得るように２線を引き、これに訂正又は消除

した者が認印を押し、文字を挿入するときは、挿入した箇所に挿入し

た者が認印を押さなければならない。 

３ 帳票その他証拠書類に記載する金額は、算用数字を用いなければな

らない。ただし、縦書の証拠書類に記載する頭書金額は、壱、弐、参、

拾などの漢数字を用いなければならない。 

４ 次に掲げる帳票の金額（内訳金額を除く。）は、改ざんし、又は訂

正してはならない。 

⑴ 支出命令書 

⑵ 納付書 

⑶ 納入書 



⑷ 納入通知書 

⑸ 収入金送付票 

⑹ 領収済通知書 

⑺ 支払証明書 

⑻ 契約書及びこれに類するもの 

⑼ 請求書 

⑽ 領収証書 

⑾ 払出命令書 

⑿ 還付命令書 

⒀ 支払通知書 

第２章 現金出納 

第１節 通則 

（収支の修正） 

第４条 課長（総務課長その他これに準ずる長を含む。以下同じ。）は、

歳入又は歳出の所属年度、所属会計、予算科目若しくは所属名を誤っ

て収入し、若しくは支出したとき又は歳入科目相互間において歳入金

の振替をするときは、振替決議書により速やかに処理するとともに当

該振替決議書を会計管理者に送付しなければならない。 

２ 会計管理者は、前項の帳票の送付を受けたときは、関係帳票を整理

しなければならない。 

（出納状況の報告） 

第５条 会計管理者は、その日の収入及び支出が終了したときは、収入

支払日計報告書を作成しなければならない。 

（課長の備付帳簿） 

第６条 課長は、次に掲げる帳簿を備えて、収入及び支出の整理をしな



ければならない。 

⑴ 歳入金徴収簿 

⑵ 有価証券整理簿 

２ 第１９条第３項の規定により電子計算機処理をして、歳入金徴収簿

の消込みに係る事項を確認することができるものは、前項第１号に規

定する帳簿を備えているものとみなす。 

（会計管理者の備付帳票等） 

第７条 会計管理者は、次に掲げる帳票等を備えて、収入及び支出の整

理をしなければならない。 

⑴ 現金出納日計表 

⑵ 歳入歳出外現金現計表 

⑶ 有価証券月計表 

（基金に属する現金の出納） 

第８条 基金に属する現金の出納については、収入及び支出に関する規

定の例による。 

（誤納金等の充当） 

第９条 歳入の誤納又は過納となった金額を当該納人の未納に係る歳入

金に充当するときは、第４条第１項の規定を準用し、又は収入及び支

出の手続の例による。 

第２節 収入 

（歳入の調定） 

第１０条 歳入の調定は、当該歳入について、所属年度、所属会計、歳

入科目、納入すべき金額、納入義務者等を誤っていないかどうかその

他法令、条例、規則、契約等に違反する事実がないかどうかを調査し

なければならない。 



２ 歳入の調定は、当該歳入を収納する前にしなければならない。ただ

し、特別の理由があるものについては、収納と同時に調定をすること

ができる。 

３ 課長は、歳入の調定をしたときは、調定決議書を作成しなければな

らない。 

（調定の修正） 

第１１条 課長は、歳入の調定をした後その内容を変更する理由が生じ

たときは、前条の規定を準用して直ちに修正しなければならない。 

（納入通知書の発行等） 

第１２条 課長は、歳入を収入しようとするときは、次に掲げるものを

除き、納入通知書により納期の定めのあるものにあっては納期前１０

日までに、随時のものにあってはその都度納入の通知をしなければな

らない。 

⑴ 補助金及び交付金 

⑵ 滞納処分費 

⑶ その他その性質上納入の通知を必要としないもの 

２ 次に掲げる歳入については、前項の規定にかかわらず、口頭、掲示

その他の方法によって納入の通知をすることができる。 

⑴ 使用料、手数料その他これらに類するもので、直接窓口等で取り

扱う収入 

⑵ 競り売りその他これに類する収入 

⑶ その他その性質上納入通知書により難いもの 

第１３条 課長は、前条第１項各号に掲げる歳入を収入しようとすると

きは、納入書によって行わなければならない。 

（郵便振替による納付） 



第１４条 歳入で広域連合長が特に指定したものについては、郵便振替

法（昭和２３年法律第６０号）に定める郵便振替を利用して納付する

ことができる。 

２ 郵便振替の名称及び取扱区分は、次のとおりとする。 

名称 取扱区分 

長崎県後期高齢者医療広域連

合会計管理者 

自動払込み及び納入通知書

等による納付 

上記以外の郵便振替払込書

による納付 

３ 課長は、郵便振替預け金の現在高から控除された取扱料金について

は、支出の手続を速やかにしなければならない。 

（証券による納付） 

第１５条 歳入の納付に使用することができる地方自治法施行令（昭和

２２年政令第１６号。以下「令」という。）第１５６条第１項第１号

の規定による小切手は、当該小切手の支払地が広域連合の区域内であ

るものでなければならない。 

２ 歳入の納付に使用する国債又は地方債の利札は、当該利札に対する

利子支払の際に課税される租税の額に相当する金額を控除した額をも

って納付金額としなければならない。 

（支払拒絶の証券の処置） 

第１６条 会計管理者、出納員及び分任出納員並びに指定金融機関及び

指定代理金融機関（以下「公金取扱店」という。）及び収納代理金融

機関（以下「公金収納取扱店」という。）は、納付された証券の支払

人が当該証券の支払を拒んだときは、当該証券による歳入は、はじめ

から納付がなかったものとみなし、当該証券をもって納付した者に対



し、速やかに当該証券について支払がなかった旨及びその者の請求に

より当該証券を送付する旨を文書で通知するとともに、収入に関する

帳票に「無効」の印を押し、当該帳票を公金取扱店及び公金収納取扱

店にあっては、会計管理者を経て課長に返還しなければならない。 

２ 課長は、前項の帳票の返還があったときは、「証券不渡りにより再

発行」の文字を朱書した納付書、納入書又は納入通知書を発行しなけ

ればならない。 

（督促手数料及び延滞金の徴収） 

第１７条 督促手数料及び延滞金は、納入通知書に併記して徴収するこ

とができる。 

（誤払金等の戻入れ） 

第１８条 課長は、歳出の誤払い又は過渡しとなった金額を返納させる

ときは、戻入書により戻入れさせなければならない。 

（収納後の手続） 

第１９条 会計管理者は、第９５条第２項に規定する記憶媒体に係る歳

入金については、当該記憶媒体をもとに歳入金徴収簿その他の関係帳

簿（以下「歳入金徴収簿等」という。）の消込みに係る記憶媒体を作

成しなければならない。 

２ 会計管理者は、領収済通知書（口座振替による歳入金については、

その内容を記録した所定の様式。以下この条及び第９５条において同

じ。）を課長に送付するとともに、前項の規定により会計管理者が作

成した記憶媒体を課長に送付するものとする。この場合において、会

計管理者は、課長が次項の規定により歳入金徴収簿等の消込みに係る

事項を端末装置等により確認することができるものについては、これ

に係る領収済通知書は、課長に送付せず、会計管理者が保存すること



ができる。 

３ 課長は、前項の記憶媒体の送付を受けたときは、電子計算機処理を

して、歳入金徴収簿等の消込みに係る事項を端末装置等により確認す

ることができるようにするものとする。 

４ 課長は、領収済通知書の送付を受けたときは、歳入金徴収簿等を整

理し、領収済通知書を確実に保存しておかなければならない。 

（督促状発付後の手続） 

第２０条 課長は、督促状を発付したときは、歳入の種目、納期日及び

督促手数料徴収開始日等を会計管理者、出納員及び分任出納員並びに

公金取扱店、公金収納取扱店又は令第１５８条第１項の規定により歳

入の徴収又は収納の事務の委託を受けた者に通知しなければならない。 

（不納欠損処分の手続） 

第２１条 課長は、未納に係る歳入を不納欠損処分したときは、不納欠

損処分決議書を作成しなければならない。 

（滞納繰越しの手続） 

第２２条 課長は、滞納金の繰越しを決定したときは、当該年度及び翌

年度の収入関係帳簿に記載するとともに第１０条の規定に準じて、そ

の手続をしなければならない。 

（歳入の徴収又は収納の委託） 

第２３条 課長は、令第１５８条第１項の規定により歳入の徴収又は収

納の事務を私人に委託して行わせるときは、次に掲げる事項を会計管

理者に通知しなければならない。委託に係る徴収又は収納の事務を変

更し、又は廃止した場合も同様とする。 

⑴ 私人の住所及び氏名 

⑵ 歳入の種類 



⑶ 期間 

⑷ 徴収又は収納事務の開始日 

⑸ その他必要な事項 

第３節 支出 

（支出命令） 

第２４条 課長は、支出命令を発しようとするときは、支出命令書及び

支出負担行為決議書を支払日前５日（その日に係る期間には、長崎県

後期高齢者医療広域連合の休日を定める条例（平成１８年広域連合条

例第２号）第１条第１項各号に掲げる日は含まない。）までに会計管

理者に送付しなければならない。 

２ 前項の支出命令書は、予算科目の款、項、目、節及び細節の別並び

に債権者別（次項第２号に掲げるときを除く。）に作成するものとす

る。 

３ 前項の支出命令書の作成に当たり、発する支出命令の内容が次の各

号に掲げるものであるときは、当該支出命令書は、一のものとして作

成することができる。この場合において、支出命令書には当該各号に

定める書類を添付するものとする。 

⑴ 所属会計、予算科目の節及び細節並びに債権者が同一であるもの

（共通経費を一括して支払う場合にあっては、予算科目の節及び細

節並びに債権者が同一であるもの）に支払うものであるとき 複数

科目内訳書 

⑵ 支出負担行為決議書が一つである場合において、当該支出命令の

内容が所属会計及び予算科目が同一で、２人以上の債権者に支払う

ものであるとき 複数相手方内訳書 

４ ２以上の支出命令書が所属会計、予算科目及び支払期日が同一であ



って、複数の債権者に対するものであるときは、当該支出命令書を一

括してとじ合わせて会計管理者に送付することができる。 

５ 前項の一括してとじ合わせた支出命令書の決裁は、支出命令書の

上部のものに決裁をすることにより、すべての支出命令書に係る決裁

に代えることができる。 

６ 支出命令書には、債権者からの請求書を添付しなければならない。

ただし、特別の理由により請求書を徴することが著しく困難であるも

の又は徴する必要のないものについては、この限りでない。 

７ 納入通知書、納付書その他これらに類するものは、請求書とみなす。 

８ 資金前渡、概算払、前金払又は支出事務の委託の方法で支出しよう

とするときは、支出命令書の所定の欄にその旨を表示し、かつ、前金

払の場合を除き、精算予定日を表示しなければならない。 

（請求書に記載すべき事項） 

第２５条 請求書は、原則として次に掲げる事項を記載しているもので

なければならない。 

⑴ 請求金額、算出の基礎及び債権を証すべき事実 

⑵ あて先 

⑶ 債権者の住所又は所在（広域連合職員の場合は、所属及び職名）、

氏名又は名称及び押印 

⑷ 請求年月日 

２ 債権者に代わって、債権を代理人が請求するときは、その旨を表示

しなければならない。 

（支出命令書等の審査） 

第２６条 会計管理者は、支出命令書の送付を受けたときは、次に掲げ

る事項について審査し、支出することが適当でないと認めるときは、



当該支出命令書にその理由を付して課長に返さなければならない。 

⑴ 所属年度、所属会計及び支出科目に誤りがないかどうか。 

⑵ 正当な支出であるかどうか。 

⑶ 配当された歳出予算額を超過しないかどうか。 

⑷ 金額等に誤りがないかどうか。 

⑸ 支出に必要な書類が整備されているかどうか。 

⑹ 支出命令書の記載事項に誤りがないかどうか。 

⑺ 支出命令書に添付すべき書類が整備されているかどうか。 

⑻ その他必要な事項 

（支払の通知） 

第２７条 会計管理者は、公金取扱店をして支払をしようとするときは、

速やかにその旨及び支払の方法を公金取扱店に対して通知しなければ

ならない。 

２ 前項の通知は、支払通知書で行うものとする。 

３ 会計管理者は、現金（証券を除く。以下同じ。）及び送金の方法に

より、支払をしようとするときは、速やかにその旨を債権者に対して

通知しなければならない。ただし、納入告知書、納付書その他これら

に類するものの添付された支出命令書により支払をしようとするとき

は、この限りでない。 

（口座振替の支払の方法） 

第２８条 会計管理者は、次に掲げる金融機関に預金口座を設けている

債権者から口座振替の方法による支払の申出を受けたときは、公金取

扱店をして口座振替の方法により支払をさせなければならない。 

⑴ 公金取扱店 

⑵ 公金収納取扱店 



⑶ 公金取扱店と為替取引のある金融機関 

２ 債権者は、口座振替の方法により支払を受けようとするときは、請

求書に口座振替を受ける金融機関名、口座の種別、番号及び名義を記

載しなければならない。 

第２９条 会計管理者は、第１０２条又は第１０３条の規定により公金

取扱店から報告を受けたときは、速やかに関係帳票を整理するととも

に課長に通知しなければならない。 

２ 課長は、前項の通知を受けたときは、歳入の手続を行わなければな

らない。 

（債権者の領収印） 

第３０条 債権者の領収印は、請求書に押したものと同一のものでなけ

ればならない。ただし、紛失その他の理由により改印を申し出たとき

は、この限りでない。 

２ 前項ただし書の場合に使用する領収印は、官公署において証明する

印鑑でなければならない。ただし、債権者が官公署であるときは、こ

の限りでない。 

３ 外国商社及び外国人に対する支払で請求書に署名のあるものについ

ての債権者の領収印は、前２項の規定にかかわらず債権者の署名をも

って領収印とみなす。 

（誤納金等の戻出し） 

第３１条 課長は、歳入の誤納又は過納となった金額を払い戻すときは、

還付決議書及び還付命令書を作成し、会計管理者に送付しなければな

らない。 

２ 前項の還付命令書については、第２４条、第２６条から第２８条ま

で、第３３条、第４０条、第９７条及び第１００条の規定を準用する。 



（支払期間） 

第３２条 支払の期間は、会計管理者が公金取扱店に支払の通知をした

日から当該会計年度の出納閉鎖期日までとする。 

（支払未済の場合の手続） 

第３３条 会計管理者は、前条に規定する期間に支払が終わらなかった

ものは、支出命令書に「無効」の印を押して広域連合長に返さなけれ

ばならない。 

（代理受領） 

第３４条 債権者は、代理人に債権の請求及び受領の権限を委任しよう

とするときは広域連合長及び会計管理者に、債権の請求のみの権限を

委任しようとするときは広域連合長に双方が連署押印した委任状を提

出しなければならない。 

２ 債権者は、代理人に債権の受領のみの権限を委任しようとするとき

は、債権者が記名押印した委任状を会計管理者に提出しなければなら

ない。 

３ 前２項の委任状には、委任する事項及び金額を明示しなければなら

ない。ただし、金額が確定できないときは、金額を明示しないことが

できる。 

（資金前渡） 

第３５条 令第１６１条第１項第１７号の規定により、資金を前渡する

ことができる経費は、次に掲げるものとする。 

⑴ 賃金 

⑵ 奨励金 

⑶ 食糧費 

⑷ 燃料費 



⑸ 収入印紙、証紙及び現金封筒の購入費 

⑹ 通信運搬費 

⑺ 土地又は家屋の買収費 

⑻ 貸与金 

⑼ 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）に

係る入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療養費、療

養費、移送費、高額療養費、高額介護合算療養費及び葬祭費 

⑽ 即時支払を必要とする会場その他の借上料 

⑾ 会議又は講習会等の出席負担金 

⑿ 会議又は講習会等の場所において即時支払を必要とする経費 

⒀ 研究、講習、検査又は展示の用に供するために購入する物品で、

即時支払を必要とする経費 

⒁ 事務所等で購入する花きの購入費 

⒂ 現金即時払を必要とする各種手数料、各種保険料及び諸修繕料 

⒃ 現金即時払を必要とする図書及び各種帳票の購入費 

⒄ 投資及び出資金 

⒅ 交際費 

⒆ 供託金 

⒇ 補償金及び賠償金 

(21) 国外の債権者に対して外貨を送金する方法により支払を必要とす

る経費 

第３６条 資金前渡職員又は令第１６５条の３の規定により支出事務の

委託を受けた者（以下「受託支出者」という。）が資金の前渡を受け

ようとするときは、精算予定日を定めて広域連合長に請求しなければ

ならない。 



２ 前項の規定による精算予定日は、当該資金の支払の終了予定日後１

０日以内の日としなければならない。ただし、特別の理由により１０

日以内の日とすることができないときは、あらかじめ広域連合長の承

認を受けなければならない。 

第３７条 資金前渡職員又は受託支出者に前渡するときの資金の限度額

は、次に掲げるところによる。ただし、広域連合長が特別の理由があ

ると認めるときは、この限りでない。 

⑴ 常時の経費については、１箇月分の予定額 

⑵ 臨時の経費にあっては、当該経費の予定額 

第３８条 資金前渡職員又は受託支出者は、資金を受領した目的外に使

用してはならない。 

２ 資金前渡職員又は受託支出者は、資金の交付を受けた後、速やかに

その支払を終わらなければならない。 

（領収証書） 

第３９条 会計管理者は、支払をするときは債権者から領収証書を徴さ

なければならない。ただし、口座振替又は送金の方法により支払をす

るときは、この限りでない。 

２ 資金前渡職員又は受託支出者は、債権者から支払の請求を受けたと

きは、その請求は正当であるかどうか、交付を受けた目的に反しない

かどうかを調査し、正当であると認めるときは現金を支払い、領収証

書を徴さなければならない。ただし、資金前渡職員又は受託支出者が

現金を支払う場合において、特別の理由により領収証書を徴すること

が著しく困難であるものについては、資金前渡職員又は受託支出者が

作成した支払証明書をもって領収証書に代えることができる。 

３ 前項ただし書の場合において、資金前渡職員が作成する支払証明書



には、所属長の認印を受けなければならない。 

４ 出納員は、入札保証金（落札者の納付に係るものを除く。）の納付

者から還付の請求を受けたときは、保管していた当該入札保証金を払

い戻し、領収証書を徴さなければならない。 

（小口の支払後の手続） 

第４０条 会計管理者は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下

「法」という。）第２３２条の６第１項ただし書の規定により債権者

から申出がある場合において、自ら現金で小口の支払をしたときは、

支出命令書の所定の欄に支払済印を押さなければならない。 

（前渡金等） 

第４１条 資金前渡職員又は受託支出者は、前渡金精算書又は受託支出

金精算書により、当該資金の整理をしなければならない。 

２ 資金前渡職員は、報酬（月額のもの及び月締めで支払うものに限る。

第４３条第４項において同じ。）、給料、職員手当等、賃金（月締めで

支払うものに限る。同項において同じ。）及び在勤地内出張旅費につ

いては、前項の規定にかかわらず、帳票の整理を省略することができ

る。 

（概算払） 

第４２条 令第１６２条第６号の規定により、概算払をすることができ

る経費は、次に掲げるものとする。 

⑴ 公社及び公団に対して支払う経費 

⑵ 委託費 

⑶ 補償金及び賠償金 

（前渡金、概算払及び委託支出金の精算等） 

第４３条 資金前渡職員又は受託支出者は、交付を受けた資金の支払が



終わったときは、前渡金精算書又は受託支出金精算書に証拠書類を添

えて広域連合長に提出しなければならない。 

２ 広域連合長は、前渡金精算書又は受託支出金精算書の提出があった

ときは、当該前渡金精算書又は受託支出金精算書が正確であることを

確認の上、精算報告書を作成し、当該前渡金精算書又は受託支出金精

算書とともに支払が終わった日後１０日以内に会計管理者に送付しな

ければならない。 

３ 資金前渡職員又は受託支出者が資金の交付を受けた後その支払が精

算予定日までに終わらない場合又は資金前渡職員が退職した場合は、

前項の規定に準じて直ちに精算しなければならない。 

４ 資金前渡職員は、報酬、給料、職員手当等、賃金及び在勤地内出張

旅費の精算については、前２項の規定にかかわらず、前渡金精算書の

提出を省略することができる。 

５ 資金前渡職員が配置替えを命ぜられたときはその日から３日以内に、

退職したときは直ちに広域連合長が命じた職員に資金及び関係書類を

引き継がなければならない。この場合において、引継ぎを受けた職員

は、当該資金の交付を受けた職員とみなす。 

６ 概算払を受けた者は、その債権が確定したときは、概算払精算書を

広域連合長に提出しなければならない。 

７ 広域連合長は、概算払精算書の提出があったときは、当該概算払精

算書が正確であることを確認の上、精算報告書を作成し、当該概算払

精算書とともに債権が確定した日後１０日以内に会計管理者に送付し

なければならない。 

８ 前項の場合において、広域連合長が概算払の性質上同項に定める期

限までに概算払精算書を提出できないと認めるときは、債権が確定し



た日後３０日以内の日までに精算報告書を送付することができる。 

９ 資金前渡職員、受託支出者又は概算払を受けた者が死亡その他の事

故により自ら精算することができないときは、広域連合長が命じた職

員が精算しなければならない。この場合の当該精算は、資金前渡職員、

受託支出者又は概算払を受けた者の精算とみなす。 

１０ 資金前渡職員、受託支出者又は概算払を受けた者は、精算の結果

残金があるときは、速やかに戻入書により戻し入れなければならない。 

（前金払） 

第４４条 令第１６３条第８号の規定により、前金払をすることができ

る経費は、次に掲げるものとする。 

⑴ 公社及び公団に対して支払う経費 

⑵ 法第２５２条の２７に規定する外部監査契約を締結した者に対し

て支払う監査に要する費用 

（前金払の履行報告） 

第４５条 前金払を受けた者は、債務その他の義務を履行したときは、

前金払の履行報告書に関係書類を添えて速やかに広域連合長に報告し

なければならない。ただし、次に掲げるものについては、この限りで

ない。 

⑴ 補助金 

⑵ 前金で支払をしなければ契約し難い買入れ又は借入れに要する経

費 

⑶ 令第１６３条第４号及び第５号の規定により前金払をした経費 

⑷ 令附則第７条の規定により前金払をした経費 

（繰替払） 

第４６条 課長は、繰替払をしようとするときは、次に掲げる事項を文



書により会計管理者に通知しなければならない。 

⑴ 繰替払をする経費 

⑵ 繰り替えて使用する収入金の種別 

⑶ 繰り替えて使用する収入金の整理の方法 

⑷ その他必要な事項 

第４７条 繰替払者は、繰替払をしたときは、次に掲げる事項を記載し

た繰替使用の明細を作成し、課長に送付しなければならない。 

⑴ 繰り替えて使用した収入金の額及びその種別 

⑵ 繰替払をした額、相手方及び年月日 

⑶ 繰替払による差引納入額 

第４８条 前条の規定にかかわらず、納入通知書（これに代わるものと

して広域連合長が指定したものを含む。）又は納入書に繰替払の金額

を記載して、これを差引納付させる方法によるときは、課長が、領収

済通知書を確認の上、同条に規定する繰替使用の明細を作成するもの

とする。 

第４９条 課長は、第４７条の規定により繰替使用の明細の送付を受け

たとき、又は前条の規定により繰替使用の明細を作成したときは、支

出命令書にこれを添えて、速やかに繰替払の整理をしなければならな

い。 

第３章 物品出納 

第１節 通則 

（物品の分類） 

第５０条 物品は、次に掲げるところにより分類するものとする。 

⑴ 備品 

ア その性質又は形状を変えることなく長期間継続して使用し、又



は保管することができるもの 

イ その性質としては消耗性のものであっても形状が永続性のある

標本、陳列品その他これらに類するもの 

ウ 一品又は一組の価格（購入したものにあってはその購入価格、

その他のものにあっては見積価格とする。以下同じ。）が１万円

以上のもの。ただし、総務課長が別に指定する物品については、

この限りでない。 

⑵ 消耗品 

ア 消耗し、又は損傷し易いもの 

イ 長期間の保管に堪えないもの 

ウ 実験用材料として使用するもの 

エ 販売、贈与又は支給を目的とするもの 

⑶ 材料品 

ア 直営工事又は施設の補修のために使用するもの 

イ 生産、製造又は工作のために使用するもの 

２ 備品の分類は、総務課長が定める備品分類表によることとし、総務

課長は、備品分類表の変更をしたときは、課長に通知するものとする。 

（物品の使用区分） 

第５１条 物品は、その使用される状態に従い、次に掲げるところによ

り区分するものとする。 

⑴ 専用物品 職員が単独で使用する物品 

⑵ 共用物品 直接公用又は公共の用に供する物品及び２人以上の職

員が使用する物品 

（物品の所属年度区分） 

第５２条 物品の所属年度は、現に出納を行った日の属する年度とする。 



（帳票の価格の整理） 

第５３条 物品の出納に係る帳票は、価格の記入を必要としないものの

ほか、すべての物品に価格を付して整理しなければならない。 

（備品台帳等の整理） 

第５４条 総務課長は、課長からの依頼を受けて備品台帳を作成し、課

長に送付する。 

２ 課長は、総務課長から送付された備品台帳を管理し、常に備品との

照合を行わなければならない。 

３ 前２項に規定する備品台帳は、種別番号、物品番号、整理番号、品

名、重要備品、受入、処分及び使用区分を記載しなければならない。 

４ 課長は、備品を受け入れたときは、当該備品に備品整理票を貼付し

なければならない。ただし、品質又は形状により貼付し難いものにつ

いては、この限りでない。 

（備品台帳の整理の方法） 

第５５条 備品台帳の整理は、次の各号に掲げる区分に従い、当該各号

に定める文書により総務課長が行う。 

⑴ 購入又は製作、寄贈等により備品を受け入れたとき 備品台帳依

頼票 

⑵ 不用となった備品を引き渡すとき 不用品引渡書兼入力依頼票兼

処理決定伺 

⑶ 広域連合の機関以外のものに備品を貸し付けたとき 物品借用申

請書兼貸付決定伺兼入力依頼票 

⑷ 広域連合の機関以外のものに貸し付けた備品の返還を受けたとき 

貸付物品返還票兼入力依頼票 

⑸ 備品を亡失したとき 関係書類 



２ 総務課長は、前項に規定する文書により備品台帳の整理が終わった

ときは、必要に応じて当該文書を当該課長に返還しなければならない。 

（重要備品） 

第５６条 課長は、備品台帳に登載された備品のうち、重要備品につい

ては、重要備品記録票を備えて所要事項を記載し、整理しなければな

らない。 

２ 前項に定める重要備品は、一品又は一組の価格が５０万円以上の備

品及び自動車とする。 

３ 課長は、第１項の規定により整理したときは、その内容を所属の出

納員又は分任出納員に通知しなければならない。 

（関係職員の譲受けを制限しない物品） 

第５７条 物品に関する事務に従事する職員が、広域連合から譲り受け

ることができる令第１７０条の２第２号に規定する物品については、

別に定める。 

第２節 物品の購入及び修理 

（単価契約の締結） 

第５８条 総務課長は、各課に共通して使用される物品について、物品

／購入／修理／に係る単価契約締結伺及び単価契約締結書により、あ

らかじめ単価契約を締結し、品名、単価その他必要な事項を課長に通

知しなければならない。 

２ 課長は、前項に定める物品以外のもので単価契約の締結を必要と認

める物品については、物品／購入／修理／に係る単価契約締結伺及び

単価契約締結書により総務課長に単価契約の締結を請求しなければな

らない。 

３ 総務課長は、単価契約の締結について特別の理由があると認めると



きは、前２項の規定にかかわらず、当該課長をして物品／購入／修理

／に係る単価契約締結伺及び単価契約締結書により単価契約の締結を

させることができる。 

（単価契約物品の購入） 

第５９条 課長は、前条第１項又は第２項の規定により単価契約の締結

がされ、若しくは同条第３項の規定により単価契約をした物品につい

ては、物品購入伺（単価契約物品）及び発注書により発注し、購入し

なければならない。ただし、あらかじめ総務課長が指定した物品につ

いては、物品購入伺（単価契約物品）及び発注書によることなく発注

し、購入することができる。 

２ 課長は、総務課長が特別の理由があると認めるときは、発注書によ

り総務課長に発注を依頼することができる。 

３ 総務課長は、前項の依頼を受けたときは、速やかに当該物品を発注

し、当該課長をして購入させるものとする。 

４ 課長は、第１項又は前項の規定により物品を購入したときは、法第

２３４条の２第１項の規定により検査しなければならない。 

５ 課長は、第１項又は第３項の規定により購入した物品については、

直ちに所属の出納員又は分任出納員に対し、受入れを通知しなければ

ならない。 

（随時契約物品の購入） 

第６０条 課長は、第５８条第１項及び第２項の規定により単価契約の

締結がされた物品並びに同条第３項の規定により単価契約の締結をし

た物品以外の物品で購入するものがあるときは、物品購入伺により総

務課長に発注を依頼しなければならない。 

２ 総務課長は、前項の依頼を受けたときは、速やかに当該物品を発注



し、支出負担行為決議書（物品）により課長にその旨を通知しなけれ

ばならない。 

３ 課長は、前項の規定による通知を受けたときは、速やかに当該物品

を購入しなければならない。 

４ 総務課長は、物品の購入について特別の理由があると認めるときは、

第３項の規定にかかわらず、当該課長をして物品購入伺又は物品／購

入／修理／伺により購入させることができる。 

５ 課長は、１件の予定価格が５万円以下の物品（印刷物を除く。）、新

聞、定期刊行物、追録、図書、収入印紙、生花又は花輪については、

前各項の規定にかかわらず物品購入伺又は物品／購入／修理／伺によ

り購入することができる。 

６ 課長は、前３項の規定により物品を購入したときは、法第２３４条

の２第１項の規定により検査しなければならない。 

７ 課長は、第３項から第５項までの規定により購入した物品について

は、直ちに所属の出納員又は分任出納員に対し、受入れを通知しなけ

ればならない。 

（物品の修理） 

第６１条 物品を使用する職員は、使用中の物品に修理を要するものが

あるときは、速やかに出納員又は分任出納員に報告しなければならな

い。 

２ 出納員又は分任出納員は、前項の報告を受けたときは、速やかに課

長に報告しなければならない。 

３ 課長は、出納員又は分任出納員から修理を要する物品について報告

を受けたときは、物品／購入／修理／に係る単価契約締結伺及び単価

契約締結書又は物品／購入／修理／伺により、速やかに当該物品を修



理しなければならない。 

４ 課長は、前項の規定により修理を要する物品を修理する者に引き渡

すとき、及び修理した物品を受け入れるときは、直ちに所属の出納員

又は分任出納員に対し、当該物品の出納の通知をしなければならない。 

第３節 出納 

（出納の通知） 

第６２条 物品の出納の通知は、次の各号に掲げる区分に従い、当該各

号に定める文書を総務課長、出納員又は分任出納員に送付し、又は提

示することによって行うものとする。 

⑴ 物品を購入し、又は受け入れるとき 物品／購入／修理／に係る

単価契約締結伺及び単価契約締結書、支出負担行為決議書（物品）、

物品／購入／修理伺又は納品書 

⑵ 製作品等を受け入れるとき 当該関係書類 

⑶ 交付物品の返納を受けるとき 物品返納書 

⑷ 不用品を受け渡しするとき 不用品引渡書兼依頼票兼入力処理決

定伺 

⑸ 物品を一時貸借するとき 物品一時借用（貸付）書 

⑹ 物品を広域連合の機関以外のものに貸し付けるとき 物品借用申

請書兼貸付決定伺兼入力依頼票 

⑺ 広域連合の機関以外のものに貸し付けた物品の返還を受けるとき 

貸付物品返還票兼入力依頼票 

⑻ 修理する物品を修理する者に引き渡すとき及び修理した物品を受

け入れるとき 物品／購入／修理に係る単価契約締結伺及び単価契

約締結書、物品／購入／修理伺又は納品書 

⑼ 占有動産として受け入れし、又は占有動産を返還するとき 当該



関係書類 

⑽ 物品を損傷し、又は亡失したとき 当該関係書類 

（製作品等の受入れ） 

第６３条 課長は、次に掲げる理由により物品を取得したときは、出納

員又は分任出納員にその物品の受入れを通知しなければならない。 

⑴ 製作又は生産したとき。 

⑵ 寄贈を受けたとき。 

⑶ 拾得品で市の所有となったとき。 

⑷ 古材の回収その他の理由により受入れを必要とするとき。 

（物品の返納） 

第６４条 職員は、物品を返納しようとするときは、当該物品を物品返

納書により課長を経て出納員又は分任出納員に返納しなければならな

い。 

２ 物品を使用する職員が死亡その他の事故により自ら返納することが

できないときは、課長が命じた職員が返納しなければならない。 

（不用品の取扱い） 

第６５条 課長は、出納員又は分任出納員から使用の必要がない物品又

は使用できない物品（以下「不用品」という。）について報告を受け

たときは、不用品引渡伺により不用品の決定を行い、当該不用品を不

用品引渡書兼入力依頼票兼処理決定伺により総務課長に引き渡さなけ

ればならない。この場合において、課長は、当該不用品を総務課長の

処分の手続が完了するまでの間、出納員又は分任出納員に保管させる

ことができる。 

２ 総務課長は、前項前段の規定により不用品の引渡しを受けたときは、

直ちに当該不用品を調査し、不用品引渡書兼入力依頼票兼処理決定伺



により、使用の見込みがないものは廃棄処分又は売却処分としての決

定をしなければならない。 

３ 総務課長は、前項の場合において、特別の理由により自ら処分する

ことが適当でないと認めるときは、課長をしてその手続をさせること

ができる。 

（物品の一時貸借） 

第６６条 課長は、物品を他の課から又は他の課に一時貸借しようとす

るときは、当該物品を物品一時借用（貸付）書により貸借することが

できる。 

２ 課長は、前項の規定により物品を一時貸借したときは、速やかに所

属の出納員又は分任出納員にその旨を通知しなければならない。 

（物品の貸付け） 

第６７条 物品は、貸し付けても広域連合の事務又は事業に支障を及ぼ

さないと認められるものでなければ、広域連合の機関以外のものに貸

し付けることができない。 

２ 課長は、物品を貸し付けるときは、貸し付けようとする者（以下

「申請者」という。）から物品借用申請書兼貸付決定伺兼入力依頼票

を提出させなければならない。 

３ 課長は、物品貸付諾否決定通知書により申請者にその結果を通知し

なければならない。 

４ 課長は、前３項の規定により物品を貸し付けるときは、物品借用証

書を徴さなければならない。 

５ 課長は、貸し付けた物品の返還を受けたときは、申請者に貸付物品

返還書兼入力依頼票を提出させるとともに、前項の規定により徴して

いた物品借用証書を返還しなければならない。 



６ 課長は、物品を貸し出したとき、又は貸し出した物品の返還を受け

たときは、速やかに所属の出納員又は分任出納員に払出し又は受入れ

の通知をしなければならない。 

第４節 保管 

（使用者の保管責任） 

第６８条 物品を使用する職員は、物品の使用期間中は、その物品につ

いて保管責任を負わなければならない。 

（保管の方法） 

第６９条 総務課長、出納員、分任出納員及び物品を使用する職員は、

物品を本広域連合の施設において常に良好な状態で保管しなければな

らない。ただし、広域連合の施設において物品を保管することが適当

でないと認める場合その他特別の理由がある場合は、広域連合以外の

者の施設に保管することができる。 

２ 前項ただし書の規定によりその措置を行うときは、当該施設の場所

及び期間並びに物品の品名及び数量その他必要な事項を明示し、総務

課長又は課長の承認を受けなければならない。 

（使用中の物品及び占有動産の事故報告） 

第７０条 物品を使用する職員がその使用中の物品を損傷し、若しくは

亡失したとき、又は占有動産を保管する職員が占有動産を損傷し、又

は亡失したときは、次に掲げる事項を記載した文書により、速やかに

出納員又は分任出納員を経て課長に報告しなければならない。 

⑴ 損傷又は亡失の日時及び場所 

⑵ 損傷又は亡失したものの種別、数量及び金額 

⑶ 損傷又は亡失の原因 

２ 課長は、前項の報告を受けたときは、同項各号に掲げる事項及び次



に掲げる事項を記載した文書に、同項の文書を添えて会計管理者を経

て広域連合長に報告しなければならない。 

⑴ 平素の保管状況 

⑵ 損傷又は亡失後の措置 

⑶ 責任の有無及び賠償の要否 

⑷ 損害補てんの方法 

⑸ その他必要な事項 

３ 第６５条第１項の規定は、損傷物品を不用品として総務課長に引き

継ぐときに準用する。 

第４章 出納職員 

第１節 通則 

（出納員等の設置） 

第７１条 会計管理者の事務を補助させるため、出納員、分任出納員、

現金取扱員、物品取扱員及び会計員を置く。 

（出納員及び分任出納員の設置箇所等） 

第７２条 出納員及び分任出納員の設置箇所並びに出納員又は分任出納

員になるべき者の職は、別表第１に掲げるとおりとする。 

（現金取扱員及び物品取扱員の設置箇所等） 

第７３条 現金取扱員及び物品取扱員は、別表第１の出納員の設置箇所

の欄若しくは分任出納員の設置箇所の欄に掲げる箇所又は出納員の設

置箇所の欄に掲げる箇所の課長が指定する箇所に置く。 

２ 現金取扱員及び物品取扱員は、出納員又は分任出納員の命を受けて

その事務の一部をつかさどる。 

（出納員等の任命） 

第７４条 別表第１の出納員になるべき者の職の欄又は分任出納員にな



るべき者の職の欄に掲げる者は、別に辞令を用いることなく、出納員

又は分任出納員に任命されたものとする。 

２ 別表第１の出納員の設置箇所の欄に掲げる箇所の課長から現金取扱

員又は物品取扱員として指名された職員は、別に辞令を用いることな

く、現金取扱員又は物品取扱員に任命されたものとする。 

３ 出納の事務を命ぜられた職員は、その勤務を命ぜられた職にある間、

会計員に任命されたものとする。 

（事務の委任） 

第７５条 会計管理者は、その権限に属する事務のうち、別表第１の出

納員が委任を受ける事務の欄に掲げる事務をそれぞれの出納員に委任

するものとする。 

２ 出納員は、前項の規定により委任を受けた事務のうち、別表第１の

分任出納員が委任を受ける事務の欄に掲げる事務をそれぞれの分任出

納員に委任するものとする。 

（出納員等の任免等に係る備付台帳） 

第７６条 課長は、所属の出納員、分任出納員、現金取扱員及び物品取

扱員の任免に係る台帳を備えて整理しなければならない。 

２ 課長は、前項の規定により台帳を整理したときは、その都度当該写

しを会計管理者に送付しなければならない。 

（現金の保管） 

第７７条 会計管理者、出納員、分任出納員、資金前渡職員、受託徴収

者及び受託支出者は、確実な方法により現金を保管しなければならな

い。 

（出納員等の事務引継） 

第７８条 出納員又は分任出納員となっている職員が配置替えを命ぜら



れ、若しくは広域連合の職員でなくなった場合において、配置替えを

命ぜられた者にあってはその日から３日以内に、広域連合の職員でな

くなった場合においては直ちにそれぞれその後任の出納員又は分任出

納員に現金、物品、帳票等を引き継がなければならない。 

２ 出納員又は分任出納員が死亡その他の事故により自ら引き継ぐこと

ができないときは、広域連合長が命じた職員が引き継がなければなら

ない。この場合の当該引継ぎは、当該出納員又は当該分任出納員がし

たものとみなす。 

（保管に係る現金又は物品の事故報告） 

第７９条 出納員、分任出納員、資金前渡職員、受託徴収者及び受託支

出者は、その保管に係る現金又は物品を損傷し、又は亡失したときは、

次に掲げる事項を記載した文書により、速やかに課長を経て会計管理

者に報告しなければならない。 

⑴ 損傷又は亡失の日時及び場所 

⑵ 損傷又は亡失したものの種別、数量及び金額 

⑶ 損傷又は亡失の原因 

２ 会計管理者は、前項の報告を受けたときは、同項各号に掲げる事項

及び次に掲げる事項を記載した文書に、同項の文書を添えて広域連合

長に報告しなければならない。 

⑴ 平素の保管状況 

⑵ 損傷又は亡失後の措置 

⑶ 責任の有無及び賠償の要否 

⑷ 損害補てんの方法 

⑸ その他必要な事項 

３ 会計管理者は、その保管に係る現金又は物品を損傷し、又は亡失し



たときは、第１項各号及び前項各号（第３号及び第４号を除く。）に

掲げる事項を文書により、速やかに広域連合長に報告しなければなら

ない。 

４ 第６５条第１項の規定は、会計管理者又は課長が、損傷物品を不用

品として総務課長に引き継ぐときに準用する。 

第２節 金銭出納職員 

（現金領収証書の交付） 

第８０条 会計管理者、出納員及び分任出納員は、現金を収納したとき

は、現金領収証書に所定の領収印を押して、納人に交付しなければな

らない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りで

ない。 

⑴ 金銭登録機等により、機械的に現金領収証書又はこれに代わるも

のを発行して徴収するとき。 

⑵ その他現金領収証書を発行することが著しく困難であると認める

とき。 

２ 出納員及び分任出納員は、納付書、納入書又は納入通知書により現

金の払込みを受けたときは、納付書、納入書又は納入通知書の領収証

書の領収欄に所定の領収印を押したものを現金領収証書に代えて納人

に交付することができる。 

（収入金の払込み） 

第８１条 会計管理者は、現金を収納したときは、公金取扱店又は公金

収納取扱店に払い込まなければならない。 

２ 出納員及び分任出納員は、納付書、納入書又は納入通知書により現

金を収納したときは、その収納した日又はその翌日（その日が公金取

扱店又は公金収納取扱店が営業する日でないときは、その日後におい



て、その日に も近い出納員及び分任出納員の所属が業務を行う日で、

かつ、公金取扱店又は公金収納取扱店が営業する日。次条において同

じ。）に収入金送付票に納付書、納入書又は納入通知書の領収済通知

書を添えて公金取扱店又は公金収納取扱店に払い込まなければならな

い。ただし、現金領収証書により現金を収納したとき又は前条第１項

各号に該当し現金を収納したときは、納入書により公金取扱店又は公

金収納取扱店に払い込むことができる。 

３ 分任出納員は、前項の規定により現金を払い込んだときは、その証

拠書類を添えた収入金日計表により出納員に報告しなければならない。 

第８２条 出納員及び分任出納員は、収納した現金を特別の理由により

収納した日の翌日までに払い込むことが困難であるときは、その理由

及び払込期日を明示した文書により、あらかじめ会計管理者の承認を

受けておかなければならない。 

（収入金の整理） 

第８３条 会計管理者、出納員及び分任出納員は、収入金出納簿を備え

て整理しなければならない。 

第３節 物品出納職員 

（出納の通知に係る書類の審査） 

第８４条 出納員及び分任出納員は、第６２条の規定により、出納の通

知を受けたときは、これを審査し、次の各号のいずれかに該当すると

認めるときは、当該通知にその理由を付して課長に返さなければなら

ない。 

⑴ 記載事項に誤りがあるとき。 

⑵ 受入れ又は払出しの理由、数量等が明らかでないとき。 

（確認） 



第８５条 出納員及び分任出納員は、物品の受入れの通知があったとき

は、当該通知に基づき現品を確認の上受け入れなければならない。 

２ 前項の場合において、必要があると認めるときは、関係職員の立会

いを求めることができる。 

３ 出納員及び分任出納員は、第１項の規定による確認の結果通知と符

合しないときは、直ちにその旨を課長に通知しなければならない。 

（使用不適品の報告） 

第８６条 出納員及び分任出納員は、その保管中の物品（不用品と決定

したものを除く。）のうち、使用の見込みがないと認められるもの又

は修理を要するものがあるときは、課長にその旨を報告しなければな

らない。 

（出納員等の備付帳簿） 

第８７条 出納員又は分任出納員は、材料品については出納簿を備えて

整理しなければならない。 

（帳簿による整理の省略） 

第８８条 出納員及び分任出納員は、次に掲げる物品については、帳簿

による整理を省略することができる。 

⑴ 官報、公報、新聞、雑誌、追録その他これらに類するもの 

⑵ 宣伝又は贈与の目的をもって購入する物品 

⑶ 儀式、祭典及び諸会合に使用するため購入し、消費する物品 

⑷ 自動車等に直接補給するガソリン、油脂等 

⑸ 出張先で購入し、直ちに消費する物品 

⑹ 修理のため購入し、直ちに取り付け、又は消費する物品 

⑺ その他別に指定する物品 

第５章 指定金融機関等 



（出納事務を行う場所） 

第８９条 公金取扱店は、支払事務にあっては次の場所で、収納事務に

あっては次の場所又は会計管理者が指定する場所及び当該公金取扱店

が設置されている場所で行わなければならない。 

 ⑴ 長崎市内の本、支店及び出張所 

 ⑵ 前号のほか広域連合長が特に指定する場所 

２ 公金収納取扱店は、当該公金収納取扱店が設置されている場所で収

納事務を行わなければならない。 

（出納の取扱日等） 

第９０条 公金取扱店が行う出納事務は、当該金融機関の営業日とする。 

２ 会計管理者は、必要があると認めるときは、前項の規定にかかわら

ず、同項の営業日に出納事務を行わせることができる。 

第９１条 公金取扱店が行う出納事務の取扱時間は、公金取扱店の営業

日の営業時間内とする。 

第９２条 公金取扱店及び公金収納取扱店が行う収納事務は、当該公金

取扱店及び当該公金収納取扱店の営業日の営業時間内とする。 

（収納手続） 

第９３条 公金取扱店及び公金収納取扱店は、納付書、納入書、収入金

送付票、歳入委託徴収金計算書若しくは納入通知書によって歳入金を

収納するとき又は戻入書によって戻入金を収納するときは、所定の様

式であるかどうか、金額が改ざんされていないかどうか等を確かめて

収納し、納付書、納入書、納入通知書、領収済通知書、収入金送付票

又は戻入書の所定の欄に領収印を押して、領収証書を納人に交付しな

ければならない。 

２ 公金取扱店及び公金収納取扱店は、前項の領収印について、あらか



じめその印影を会計管理者に届け出なければならない。これを変更し

たときも同様とする。 

３ 第１項の収納について疑いがあるときは、会計管理者の指示を受け

なければならない。 

第９４条 公金取扱店及び公金収納取扱店は、収納すべき歳入金に係る

督促手数料及び延滞金を当該歳入金とあわせて収納すべき旨の通知を

受けたときは、その合計金額を収納しなければならない。 

（証拠書類等の整理） 

第９５条 公金取扱店及び公金収納取扱店は、歳入金又は戻入金を収納

したときは、当該歳入金又は戻入金に係る領収済通知書をその取り扱

った日の翌日までに、指定代理金融機関にあっては会計管理者に、公

金収納取扱店にあっては指定金融機関に、指定金融機関にあっては公

金収納取扱店から送付された領収済通知書とともに会計管理者に送付

しなければならない。 

２ 前項の場合において、光学文字読取装置によってその内容を読み取

ることができる領収済通知書を会計管理者に送付する指定金融機関及

び指定代理金融機関にあっては、当該歳入金及び戻入金並びに当該領

収済通知書にあわせて、その内容を記録した記憶媒体を作成し、これ

を会計管理者に送付しなければならない。 

（口座振替の方法による歳入の収納等） 

第９６条 公金取扱店及び公金収納取扱店は、令第１５５条の規定によ

り、口座振替の方法によって納付する旨の請求があったときは、直ち

に広域連合の預金口座に振替をしなければならない。 

２ 前項の規定は、指定金融機関が広域連合の郵便振替口座に払い込ま

れた公金について、郵便官署から払込高の通知を受けた場合について



準用する。 

（支払） 

第９７条 公金取扱店は、支払通知書により次の各号に掲げる支払をす

るときは、当該各号に掲げる事項を確認して行わなければならない。 

⑴ 現金による支払をするとき 支払通知書の番号は支出命令書の番

号に合っているかどうか及び債権者の領収印は請求書に押されてい

る印影と同じものであるかどうか。 

⑵ 口座振替及び現金の方法以外による支払をするとき 納入通知書

等の金額は支払通知書の金額に合っているかどうか。 

２ 公金取扱店は、会計管理者から送金による支払通知書の送付を受け

たときは、速やかに確実な方法によって送金しなければならない。 

３ 公金取扱店は、会計管理者から令第１６５条の２の規定により口座

振替の方法による支払通知書の送付を受けたときは、速やかに債権者

の口座に振替をしなければならない。 

（指示） 

第９８条 公金取扱店は、支払の際、債権者又は支払通知書等の記載事

項等について疑いがあるときは、会計管理者の指示を受けなければな

らない。 

（差引額の収納） 

第９９条 公金取扱店は、支出命令書の控除額欄に金額が記載されてあ

るときは、これを控除した額を債権者に支払い、控除額は、納入書等

により収納しなければならない。 

（支払後の手続） 

第１００条 公金取扱店は、支払通知書により次の各号に掲げる支払を

したときは、当該支払通知書の所定の欄に長崎県後期高齢者医療広域



連合支払済印を押し、かつ、当該各号に掲げる区分に従い、当該各号

に定める手続をしなければならない。 

⑴ 現金及び送金による支払をしたとき 支出命令書の所定の欄に長

崎県後期高齢者医療広域連合支払済印を押し、当該支出命令書を会

計管理者に送付すること。 

⑵ 口座振替による支払をしたとき 口座振替明細書に長崎県後期高

齢者医療広域連合支払済印を押し、当該口座振替明細書を会計管理

者に送付すること。 

⑶ 前２号に定める方法以外の方法による支払をしたとき 納入通知

書等の領収証書を会計管理者に送付すること。 

（出納報告） 

第１０１条 指定代理金融機関は、毎日の出納を、収入支払日計報告書

により指定金融機関に報告しなければならない。 

２ 収納代理金融機関は、毎日の収納を、収入日計報告書により指定金

融機関に報告しなければならない。 

３ 指定金融機関は、毎日の出納と前２項の規定により報告を受けた出

納とを集計し、収入支払日計報告書に収入日計報告書を添えて、翌日

会計管理者に報告し、その認証を受けなければならない。 

（未払資金の歳入への納付等） 

第１０２条 公金取扱店は、隔地払のための資金として交付を受けたも

ののうち当該交付を受けた日から１年を経過し、まだ支払を終わらな

い金額があるときは、直ちにその送金を取り消し、納入書により歳入

に納付するとともに隔地払金未払報告書に当該納付についての証拠書

類を添えて会計管理者に報告しなければならない。 

第１０３条 公金取扱店は、毎会計年度の小切手振出済金額のうち、翌



年度の５月３１日までに支払を終わらない金額に相当する資金につい

ては、直ちに小切手支払未済繰越金勘定を設けて繰り越し、整理する

とともに小切手振出済支払未済報告書により会計管理者に報告しなけ

ればならない。 

２ 公金取扱店は、小切手の振出日後から１年を経過し、まだ支払を終

わらない金額に相当する資金については、直ちに小切手振出済支払未

済報告書により会計管理者に報告しなければならない。 

（公金取扱店等の備付帳簿） 

第１０４条 公金取扱店は、次に掲げる帳簿を備えて整理しなければな

らない。 

⑴ 当座勘定元帳 

⑵ 別段預金元帳 

⑶ 有価証券出納簿 

⑷ 支払通知書 

２ 公金収納取扱店は、別段預金元帳を備えて整理しなければならない。 

第６章 検査 

（出納員等の事務の検査） 

第１０５条 会計管理者は、必要があると認めるときは、出納員及び分

任出納員の事務を検査しなければならない。 

（公金取扱店等の検査） 

第１０６条 令第１６８条の４第１項の規定に基づく定期の検査は、毎

会計年度１回これを行う。 

（公金取扱店等の事務取扱者の立会い等） 

第１０７条 会計管理者は、前条の検査を行うときは、公金取扱店及び

公金収納取扱店の事務取扱者の立会い及び説明を求めることができる。 



（検査結果の報告） 

第１０８条 会計管理者は、第１０５条、第１０６条、令第１５８条第

４項及び令第１６５条の３第３項の規定による検査が終わったときは、

その結果を広域連合長に報告しなければならない。 

（検査の結果に基づく措置） 

第１０９条 会計管理者は、第１０５条、第１０６条、令第１５８条第

４項又は令第１６５条の３第３項の規定による検査の結果必要がある

と認めるときは、直ちに出納員、分任出納員、公金取扱店、公金収納

取扱店、受託徴収等又は受託支出者に必要な措置を講じさせなければ

ならない。 

２ 出納員、分任出納員、公金取扱店、公金収納取扱店、受託徴収者又

は受託支出者は、前項の指示を受けたときは、その処理のてん末を会

計管理者に報告しなければならない。 

３ 会計管理者は、前項の報告を受けたときは、その旨を広域連合長に

報告しなければならない。 

第１１０条 広域連合長は、監査委員から出納検査の報告を受けた場合

において、必要があると認めるときは、会計管理者又は課長をして必

要な措置を講じさせるものとする。 

２ 会計管理者又は課長は、前項の指示を受けたときは、その処理のて

ん末を広域連合長に報告しなければならない。 

第７章 歳入歳出外現金及び保管有価証券 

（歳入歳出外現金等の整理） 

第１１１条 歳入歳出外の現金及び保管の有価証券は、次に掲げる区分

により整理しなければならない。ただし、必要があると認めるときは、

新たに区分を設けることができる。 



⑴ 入札保証金 

⑵ 契約保証金 

⑶ 担保 

⑷ 公売代金 

⑸ 公売保証金 

⑹ 国税 

⑺ 市民税 

⑻ 県民税 

⑼ 議員共済会掛金 

⑽ 敷金 

⑾ 健康保険の特別保険料 

⑿ 災害見舞金 

⒀ 厚生年金被保険者保険料 

２ 歳入歳出外現金の納付は、受入票を作成し、納入書又は納入通知書

によって行わなければならない。 

３ 前項の規定にかかわらず、出納員が現金で受領した入札保証金につ

いては、当該入札が終了するまでの間、出納員において保管すること

ができるものとする。 

４ 課長は、歳入歳出外現金を払い出そうとするときは、払出命令書を

作成し、会計管理者に送付しなければならない。 

５ 課長は、歳入歳出外現金の誤納又は過納となった金額を払い戻すと

きは、還付命令書を作成し、会計管理者に送付しなければならない。 

（保管有価証券等の出納） 

第１１２条 課長は、保管有価証券の受入れをしようとするときは有価

証券受入票を、払出しをしようとするときは有価証券払出票を会計管



理者に送付しなければならない。 

２ 会計管理者は、前項の規定により保管有価証券を受け入れたときは、

有価証券と引換えに納人に有価証券保管証書を交付し、払い出すとき

は、納人から受領書を徴し、これと引換えに当該有価証券を還付しな

ければならない。 

３ 前２項の規定は、公有財産に属する有価証券及び基金に属する有価

証券の出納について準用する。 

（歳入歳出外現金の会計年度） 

第１１３条 歳入歳出外現金の会計年度は、毎年４月１日に始まり翌年

３月３１日に終わるものとする。 

２ 歳入歳出外現金の年度区分は、現に出納した日の属する年度とする。 

（有価証券の利札の交付） 

第１１４条 課長は、保管の有価証券の利札の返還請求を受けたときは、

その書類を審査して会計管理者に送付しなければならない。 

２ 会計管理者は、前項の請求書の送付を受けたときは、当該請求書と

引換えに当該利札を返還しなければならない。 

（準用） 

第１１５条 歳入歳出外現金の出納については、第１１１条及び第１１

３条に定めるもののほか、第２章、第９７条及び第１００条の規定並

びに長崎県後期高齢者医療広域連合予算規則（平成１８年広域連合規

則第９号）第１１条の規定を準用する。この場合において、第２４条

第６項、第２６条、第２７条第３項、第３３条、第４０条、第９７条

及び第１００条第１号中「支出命令書」とあるのは「払出命令書又は

還付命令書」と、長崎県後期高齢者医療広域連合予算規則第１１条第

２項中「支出負担行為決議書」とあるのは「払出命令書又は還付命令



書」と読み替えるものとする。 

第８章 決算 

（資料の提出要求） 

第１１６条 課長は、決算及び令第１６６条第２項の規定による書類の

作成に必要な資料を会計管理者に提出しなければならない。 

（決算の調製の様式等） 

第１１７条 決算の調製の様式は、地方自治法施行規則（昭和２２年内

務省令第２９号）第１６条の規定によるものとし、歳入歳出決算事項

別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関する調書の様式は、同

規則第１６条の２の規定によるものとする。 

第９章 雑則 

（帳票等の様式） 

第１１８条 この規則の帳票等の様式は、別表第２に掲げるとおりとす

る。ただし、別に定めがあるものについては、この限りでない。 

（委任） 

第１１９条 この規則の施行に関し必要な事項は、広域連合長が定める。 

   附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

   附 則（平成２３年６月１４日規則第６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

 附 則（令和２年３月３０日規則第８号） 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 



別表第１（第７２条～第７５条関係） 

出納員

になる

べき者

の職 

出 納 員 が 委 任 を 受 け る 事

務 

分任出

納員に

なるべ

き者の

職 

分 任 出 納 員 が 委 任 を 受

ける事務 

総務 

課長 

その所掌に係る次に掲げ

る事務 

⑴ 財産貸付料及び財産

売払い代金並びにこれら

に係る遅延料の収納 

⑵ 個人情報の開示、情

報公開及び情報提供に伴

う複写の実費の収納 

⑶ 電話料の収納 

⑷ 火災保険料負担金の

収納 

⑸ 拾得物返還金の収納 

⑹ 入札保証金及び契約

保証金の出納 

⑺ 物品の出納及び保管 

⑻ 公有財産及び基金の

記録管理 

⑼ 債権の記録管理 

⑽ 保険料及びこれに係

る督促手数料、延滞金、

滞納処分費並びに滞納処

分により差し押えた現

金、差押財産の公売代金

（交付要求による配当金

を含む。）及び債権の差

し押えにより第三債務者

から取立てた金銭の収納 

⑾ 電話料の収納 

⑿ 弁済金の収納 

⒀ 納付受託に係る有価

証券の保管 

⒁ つり銭の保管 

 

職員の

うちか

ら総務

課長が

指名す

る者 

その所掌に係る次に掲

げる事務 

⑴ 財産貸付料及び財

産売払い代金並びにこ

れらに係る遅延料の収

納 

⑵ 電話料の収納 

⑶ 拾得物返還金の収

納 

⑷ 物品の出納及び保

管 

⑸ 公有財産及び基金

の記録管理 

⑹ 債権の記録管理 

⑺ 保険料及びこれに

係る督促手数料、延

滞金、滞納処分費並

びに滞納処分により

差し押えた現金、差

押財産の公売代金及

び債権の差し押えに

より第三債務者から

取立てた金銭の収納 

⑻ 納付受託に係る有

価証券の保管 

⑼ つり銭の保管 



 

 

別表第２（第１１８条関係） 

 

様式番号 名称 関係条文 

様式第１号 支出命令書 第３条、第２４条、

第２６条及び第２７

条、第３３条、第３

９条、第４９条、第

９７条、第９９条、

第１００条 

様式第１号の２ 払出命令書 第３条、第２４条、

第２６条、第２８

条、第３３条、第９

７条、第１００条、

第１１１条 

様式第１号の３ 還付命令書 第３条、第２４条、

第２６条、第２８

条、第３１条、第３

３条、第４０条、第

９７条、第１００

条、第１１１条 

様式第２号 納入書（一般用） 第３条、第１３条、

第１６条、第４８

条、第８０条、第８

１条、第９３条、第

９９条、第１０２

条、第１１１条 

様式第２号の２ 納入書（手書用） 

様式第３号 納入通知書（一般用） 第３条、第１２条、

第１４条、第１６

条、第１７条、第４

８条、第８０条、第

８１条、第９３条、

第９７条、第１００

条、第１１１条 

様式第３号の２ 納入通知書（出納員又は分任出納員用） 

様式第３号の３ 納入通知書（手書用） 

様式第３号の４ 納入通知書 第３条、第１２条、

第１３条、第１６条

から第１８条まで、

第４３条、第４８

条、第８０条、第８

１条、第９３条、第

９９条、第１００

条、第１０２条、第

１１１条 



 

 

様式番号 名称 関係条文 

様式第３号の５ 収入金送付票 第３条、第８１条、

第９３条 

様式第４号 支払証明書 第３条、第３９条 

様式第５号 支払通知書 第３条、第２７条、

第９７条、第９８

条、第１００条、第

１０４条 様式第５号の２ 支払通知書 

様式第６号 公金振替命令書 第４条 

様式第７号 現金出納日計表 第７条 

様式第８号 歳入金徴収簿 第６条、第１９条 

様式第９号 有価証券整理簿 第６条 

様式第１０号 歳入歳出外現金現計表 第７条 

様式第１１号 有価証券月計表 第７条 

様式第１２号 調定決議書 第１０条 

様式第１２号の２ 調定決議書兼収入書  

様式第１２号の３ 変更調定決議書  

様式第１３号 不納欠損伺書 第２１条 

様式第１４号 債権者明細票 第２４条 

様式第１４号の２ 複数相手方内訳書 

様式第１５号 支払済印 第４０条 

様式第１６号 前渡金精算書 第４１条、第４３条 



 

 

様式番号 名称 関係条文 

様式第１６号の２ 受託支出金精算書 第４１条、第４３条 

様式第１６号の３ 概算払精算書 第４３条 

様式第１７号 精算報告書 第４３条 

様式第１７号の２ 精算報告・（支出負担行為決議兼支出命令）

書 

第４３条 

様式第１８号 前金払の履行報告書 第４５条 

様式第１９号 備品整理票 第５４条 

様式第１９号の２ 備品台帳入力依頼票 第５５条 

様式第１９号の３ 不用品引渡書兼入力依頼票兼処理決定伺 第５５条、第６２

条、第６５条 

様式第１９号の４ 物品借用申請書兼貸付決定伺兼入力依頼票 第５５条、第６２

条、第６７条 

様式第１９号の５ 貸付物品返還票兼入力依頼票 第５５条、第６２

条、第６７条 

様式第２０号 重要備品記録票 第５６条 

様式第２１号 物品／購入／修理／に係る単価契約締結伺及

び単価契約締結書 

第５８条、第６１

条、第６２条 

様式第２２号 物品購入伺 第５９条、第６０条 

様式第２３号 物品／購入／修理／伺 第６０条、第６１

条、第６２条 

様式第２４号 物品返納書 第６２条、第６４条 

様式第２５号 物品一時借用（貸付）書 第６２条、第６６条 

様式第２６号 不用品引渡伺 第６５条 

様式第２６号の２ 物品貸付諾否決定通知書 第６７条 

様式第２６号の３ 物品借用証書 第６７条 



 

 

様式番号 名称 関係条文 

様式第２７号 出納員／分任出納員／台帳 第７６条 

様式第２７号の２ 現金取扱員／物品取扱員／台帳 

様式第２８号 現金領収証書（出納員又は分任出納員用） 第８０条、第８１条 

様式第２８号の２ 現金領収証書（寄附金用） 第８０条、第８１条 

様式第２９号 領収印（会計管理者印） 第８０条 

様式第２９号の２ 領収印（出納員印） 

様式第２９号の３ 領収印（分任出納員印） 第８０条 

様式第２９号の４ 領収印（出納員印（日付あり）） 

様式第２９号の５ 領収印（分任出納員印（日付あり）） 

様式第３０号 収入金日計表 第８１条 

様式第３１号 収入金出納簿 第８３条 

様式第３２号 材料品出納簿 第６２条、第８７条 

様式第３３号 広域連合支払済印 第１００条 

様式第３４号 収入支払日計報告書（指定金融機関用） 第１０１条 

様式第３４号の２ 収入支払日計報告書（指定代理金融機関用） 

様式第３４号の３ 収入支払日計報告書（会計管理者認証用） 

様式第３４号の４ 収入支払日計報告書（会計管理者報告用） 第５条 

様式第３５号 収入日計報告書（手書用） 第１０１条 



 

 

様式番号 名称 関係条文 

様式第３５号の２ 収入日計報告書（電算用） 

様式第３６号 隔地払金未払報告書 第１０２条 

様式第３７号 小切手振出済支払未済報告書 第１０３条 

様式第３８号 有価証券出納簿 第１０４条 

様式第３９号 受入票 第１１１条 

様式第４０号 有価証券受入票・払出票・受領書・保管証書 第１１２条 

 



支　　出　　命　　令　　書
　決　 裁

　合　 議

支払予定日起票日

 年度 所　属 伝票番号

会計 予算種別

款 節

項 細
節

目
細
々
節

事
業 支 出 額 円

予

算

の

状

況

予 算 現 在 額 ① 円 控 除 額 円

負担行為累計額 ② 円 差 引 支 払 額 円

支出命令累計額 ③ 円 本
票
の
状
況

負 担 行 為 累 計 額 ア 円

支 出 未 済 額 ②-③ 円 支 出 命 令 累 計 額 イ 円

予 算 残 額 ①-② 円 支 出 未 済 額 ア-イ 円

摘 要 テスト
説 明

債 権 者 長

住 所

支 払 方 法 現金 口座情報

控 除 額 円

円

円

　審　 査

様式第１号



1  

( ) 

( ) 



還付命令書
　決　 裁

　合　 議

支払予定日起票日

年度 所　属 伝票番号

2 会計 予算種別

1 款 1 節

1 項 1
細
節

3 目
細
々
節

還 付 額 3,000 円

予

算

の

状

況

予 算 現 額 ① 17,743,406,000 円

調 定 済 額 ② 17,738,403,875 円

収 入 済 額 ③ 6,492,947 円 本
票
の
状
況

調 定 済 額 ア 17,743,403,875 円

収 入 未 済 額 ②-③ 17,731,910,928 円 収 入 済 額 イ 5,497,000 円

予 算 と の 比 較 ①-② 5,002,125 円 収 入 未 済 額 ア-イ 17,737,906,875 円

摘 要

説 明

納 入 者

住 所

支 払 方 法 口座情報

支 払 印

　審　 査

歳入

様式第１号の３



( 1 ) 

( ) 

ID 

 C/D
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 C/D
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様式第３号の４



3  

 

( ) 



４  

( ) 

( A6)



5  

NO



２

NO 



公　金　振　替　命　令　書
　　決　 裁

　　合　 議

起票日 振替予定日

振替 元 令和 2年度 所　属 総務課 伝票番号

2 会計 予算種別

1 款 1 節

1 項 1
細
節

3 目
細
々
節

事
業 振 替 額 円

予

算

の

状

況

予算現在額 ① 17,743,406,000 円

調定・負担累計額 ② 17,738,406,875 円

収入・支出累計額 ③ 6,495,947 円

収入・支出未済額 ②-③ 17,731,910,928 円

予算残額(差額) ①-② 4,999,125 円

摘 要

説 明

振替 先 令和 2年度 所　属 総務課 伝票番号

2 会計 予算種別

2 款 1 節

1 項 1
細
節

1 目
細
々
節

事
業 振 替 額 5,000,000 円

予

算

の

状

況

予算現在額 ① 53,230,220,000 円

調定・負担累計額 ② 5,000,000 円
　　審　 査

収入・支出累計額 ③ 5,000,000 円

収入・支出未済額 ②-③ 0 円

予算残額(差額) ①-② 53,225,220,000 円

様式第６号



(
) 



 
 

 
 

 
 

 
 



 
 



(
) 



1 2





3



調　　定　　決　　議　　書
　決　 裁

　合　 議

起票日

令和 2年度 所　属 総務課 伝票番号

1 会計 予算種別

4 款 1 節

1 項 1
細
節

1 目 1
細
々
節

調 定 額 100 円

予

算

の

状

況

予 算 現 在 額 ① 1,000 円

調 定 累 計 額 ② 1,652 円

収 入 累 計 額 ③ 1,552 円 本
票
の
状
況

調 定 累 計 額 ア 100 円

収 入 未 済 額 ②-③ 100 円 収 入 累 計 額 イ 0 円

予 算 と の 比 較 ①-② 収 入 未 済 額 ア-イ 100 円

摘 要 公友会
説 明 公友会4月分

納 入 者 9001001長崎市

住 所 長崎市桜町２－２２

納 期 限 令和 2年 4月22日

　審　 査

100 円

様式第１２号



調　定　決　議　書　兼　収　入　書
　決　 裁

　合　 議

収入日起票日

令和 2年度 所　属 総務課 伝票番号

1 会計 予算種別

4 款 1 節

1 項 1
細
節

1 目 1
細
々
節

収 入 額 752 円

予

算

の

状

況

予 算 現 在 額 ① 1,000 円

調 定 累 計 額 ② 1,552 円

収 入 累 計 額 ③ 1,552 円 本
票
の
状
況

調 定 累 計 額 ア 752 円

収 入 未 済 額 ②-③ 0 円 収 入 累 計 額 イ 752 円

予 算 と の 比 較 ①-② 収 入 未 済 額 ア-イ 0 円

摘 要

説 明

納 入 者

住 所

　審　 査

0 円

様式第１２号の２



変　更　調　定　決　議　書
　決　 裁

　合　 議

起票日

令和 2年度 所　属 総務課 伝票番号

1 会計 予算種別

1 款 1 節

1 項 1
細
節

1 目 1
細
々
節

変 更 額 281,300,000 円

予

算

の

状

況

予 算 現 在 額 ① 変 更 前 額 230,569,972 円

調 定 累 計 額 ② 変 更 後 額 511,869,972 円

収 入 累 計 額 ③ 0 円 本
票
の
状
況

調 定 累 計 額 ア 511,869,972 円

収 入 未 済 額 ②-③ 516,879,972 円 収 入 累 計 額 イ 0 円

予 算 と の 比 較 ①-② 収 入 未 済 額 ア-イ 511,869,972 円

摘 要

説 明

納 入 者

住 所

納 期 限

　審　 査

0 円

0 円

516,879,972 円

様式第１２号の３



不　　納　　欠　　損　　伺　　書
　決　 裁

　合　 議

起票日

令和 2年度 所　属 総務課 伝票番号

2 会計 予算種別

1 款 1 節

1 項 1
細
節

3 目 1
細
々
節

不 納 欠 損 額

予

算

の

状

況

予 算 現 額 ① 17,743,406,000 円

調 定 済 額 ② 17,738,405,875 円

収 入 済 額 ③ 6,493,947 円 本
票
の
状
況

調 定 済 額 ア 0 円

収 入 未 済 額 ②-③ 17,731,911,928 円 収 入 済 額 イ 0 円

不 納 欠 損 額 ④ 30,001,000 円 不 納 欠 損 額 ウ 1,000 円

摘 要

説 明

納 入 者

住 所

　審　 査

0

様式第１３号



債　権　者　明　細　票 伝 票 番 号 頁

1

支 出 額
債権者

控 除 額

　住所

支払方法

口座情報

差 引 支 払 額

2

支 出 額 円
債権者

控 除 額 円

　住所 円

支払方法 円

口座情報 円

差 引 支 払 額 円

歳出

円

円

円

円

円

円

様式第１４号





( )  



2 

( )  



3 

( )  





 



(
)

 





2 

(
) 



3 (
) 



4 

( )

( ) 

1
2

3

4

 16 

 16 

( ) 



5 

( )  

 07 

( ) 



( )
 

 
 

(
)



 
 



(
) 

 



(
) 

1
2

3





(
) 

 
 



(
) 

1
2

3





(
)

 

(
) 

(
) 



(
) 



1  
2

3

4  

( ) 



( )  

1  
2

3

4  

( ) 











( ) ( ) 

1 5  
2 3 1 1 ( )

1  
3  



5  





29 2 



29 3 



29 4 



29 5 



30  



31
 

 



32  



33  



34  

( ) (



34 2 

( ) (
) 



34 3 

( ) ( ) 



35  

( )



35
2 

I
D 



36  

( )



37  

( )



38
 





40
(

) 

(
)

(
) 

(
) 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

(
) 

(
) 

 
 

 
 

 



(
) 

(
) 

      

(
) 


	006900 ★会計規則【20200330改正】
	様式



